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 その奄美群島は、沖縄がアメリカにより“返還”される 19 年前、日本に“復帰”した。その
際、住民により身を挺した激しい運動が展開された。その手法は、インドでガンジーが主導し
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た独立運動にならったものであった。 
 同じころエジプトでは、ナセルによる王政打破クーデーターが行われ、エジプト革命と呼ば











 1-2 孤島の碑 

















 また、奄美群島ではないが、鹿児島県本土に近い種子島では、小学校の教師 7～8 人が大杉の





















 1-3 米軍政下の奄美 
 戦時中は陸軍の要塞司令部が置かれ、港には戦艦大和や武蔵などの連合艦隊が停泊したこと
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きたこともあった。1947 年には「言論や結社の自由などを認めず」と命令を受けた。その後、
緩和されたものの、軍政府に反対する集会や出版は禁止された。1949 年にはインフレ抑制の名
目で、米軍政は放出食糧の価格を 3 倍に引き上げる暴挙に出た。島民の反対運動で翌 1950 年に
値上げは緩和されたが、島民の窮状は依然として続いた。 














年団運動だった。名瀬の青年団は 1946 年 2 月に結成され、団長には、のちに米軍政下で知事に
なる中江實孝、副団長には、のちに東京都練馬区の名物区長となる田畑健介が選ばれた。青年
団は米軍側とも良好な関係を築き、自警団的な役割も果たした。 










重労働 1 年の実刑判決を受ける。 

















 1952 年 4 月 1 日、軍政の組織が改変された。それまで奄美と沖縄、宮古、それに八重山は別々
の群島政府が置かれていたのだが、反米の動きをいっそう抑え込むため、奄美から八重山まで
を一元的に統治する琉球政府が発足したのだ。 
 同年 4 月 28 日、サンフランシスコ講和条約が発効し、日本は独立を回復した。しかしそれは
あくまで、北海道、本州、九州、それに四国と、連合国の認める周辺の離島に限られていた。
これに対し、東京で全国奄美同胞総決起大会が開かれ、4 月 28 日を「奄美大島痛恨の日」とす
る動議が採択された。いまの安倍首相にとっては喜ぶべき「主権回復の日」であるが、奄美や
沖縄などの人びとにとっては、日本から切り捨てられたという痛恨の思いの日だったのである。 
 復帰協議会は、度重なる 1～2 万人規模の全島集会を開いたり、デモ行進を重ねたりした。そ













「よしや骨肉ここに枯れ果つるとも／八月の太陽は／燦として 今 天上にある／されば 膝













 1-5 奄美と沖縄 










 奄美復帰に先立つ 1952 年、奄美共産党オルグの林義己は、奄美と沖縄が一体となった復帰運
動を推進するべく、沖縄に派遣された。奄美の復帰前、奄美から沖縄へは 4～5 万人もの島民が
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沖縄に出稼ぎに出かけていたとみられ、これは沖縄の人口の 1 割近くに達するほどであった。
軍政府は沖縄への渡航許可制を廃止し、奄美の失業者を沖縄に投入したのである。 







































































 2-2 ヌチドゥタカラの家 























































 阿波根たちは、1955 年から 56 年にかけて、沖縄本島で「乞食行進」（ムンクーチャ）と呼ば
れるデモを繰り広げた。離島における反基地闘争を全県的に知ってもらうのが狙いだった。沖







 こうした小さな闘いの積み重ねの結果、米軍の土地は少しずつ返還され、島全体の 3 分の 1























 復帰直前の 1972 年、当時の琉球政府は広く住民の声を聞くことなく、沖縄県中部東岸の金武
湾に、米国資本による石油備蓄基地（ＣＴＳ）建設を許可した。計画は 1000 万坪、つまり金武
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地元と政府との関係はこじれにこじれてしまっているのだ。 
 防衛省によると、沖縄県は面積で全国の 0・6％しかないにもかかわらず、在日米軍の専用施






















 2-5 基地報道の温度差 





 筆者は 2016 年 11 月に辺野古がある名護市内の大学で講演する機会を持った。そのための資
料として、琉球新聞社の協力を得て、特定のキーワードを含む記事の件数を全国紙と比較して
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みることにした。期間は 2016 年 1 月 1 日から 10 月 20 日までである。「辺野古」について検索
すると、琉球新報は 3118 件、朝日新聞は一桁少ない 443 件、読売新聞はさらに少ない 296 件だっ
た。ヘリパッド問題で揺れる「高江」について琉球新報は 1090 件、一方で朝日新聞は二桁少な
い 85 件、読売新聞に至っては、わずかに 4 件だった。一方、「オリンピック」で検索すると、



























 山城は 5 か月間拘束された後、2017 年 3 月 17 日に保釈された。 
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